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資料１　特別支援学級在籍者・利用者数の年度別推移
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■情緒障害等通級指導学級利用者数の推移（平成18〜27年度） ■自閉症・情緒障害特別支援学級在籍者数の推移（平成18〜27年度）
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資料２　都内公立学校及び就学前機関における発達障害に関する実態調査

１　調査の目的
都内の公立小・中学校及び高校における発達障害の児童・生徒一人一人の障害の状態に応
じた適切な教育的支援を行うため、都内の公立学校及び就学前機関における発達障害の児
童・生徒の在籍状況や支援の実態等を把握し、具体的施策の検討に生かすことを目的とする。

２　調査対象及び実施時期
（１）幼稚園等（幼稚園、認証保育所、認可保育所、認定こども園）　　平成27年度
（２）小学校　　平成26年度
（３）中学校　　平成27年度
（４）高校	　　　平成26年度

３　回答数

４　幼児・児童・生徒の在籍状況
■発達障害と考えられる幼児・児童・生徒数　［校長・園長回答］
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■通級指導学級相当の指導が必要と考えられる児童・生徒数　［校長回答］

■固定学級相当の指導が必要と考えられる児童・生徒数　［校長回答］

■通常の学級に在籍する発達障害と考えられる生徒の状況　［校長回答］
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５　幼稚園等における状況

■発達障害と考えられる幼児の年齢別の在籍率［園長回答］
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■教員及び保育従事者の発達障害に対する理解［園長回答］
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■発達障害と考えられる幼児の保護者との支援についての共通理解［園長回答］
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６　小・中学校における外部専門家等の活用状況

■支援員の配置状況［校長回答］
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■専門家の巡回状況［区市町村教育委員会回答］
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７　小・中学校における通級指導学級の状況

■通級指導学級における週当たりの指導時間ごとの児童・生徒数［校長回答］
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■通級指導において教員１人が指導する１単位時間当たりの平均児童・生徒数［校長回答］
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８　高校における支援状況

■発達障害と考えられる生徒への支援について中学校から引き継げているか。［校長回答］
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■発達障害と考えられる生徒への支援のために最も巡回が必要な専門家は。［校長回答］
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９　校種間の連携

■就学前幼児の発達に係る情報を得る手段［区市町村教育委員会回答］
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■小学校への支援の引継ぎ［園長回答］
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■高校へ進学する際の引継ぎ［中学校長回答］
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資料３　都内公立学校における発達障害に関する意識調査

１　調査の目的
発達障害の児童・生徒に必要な教育基盤を明らかにするため、公立学校の現状や、教職員
及び保護者が日頃困難を感じている点等を把握し、今後の教育行政における具体的施策の検
討に生かすことを目的とする。

２　実施時期
平成25年度

３　調査対象
（１）対象校	 小学校：407校、中学校：408校、高校：193校（234課程）
（２）対象者	 ①校長		 	 	 	 　各課程　１人
	 	 	 ②特別支援教育コーディネーター	 　各　校　１人
	 	 	 ③学級担任	 	 	 	 　各学年　１人
	 	 	 ④保護者	 	 	 	 　各　校　１人

４　回答数



68

資　
　

料

■発達障害の可能性のある児童・生徒の指導経験［学級担任回答］
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■保護者が学校に充実を期待すること［保護者回答］
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■外部との連携［学校（校長、特別支援教育コーディネーター、学級担任）、保護者回答］
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■今後の教育行政に求められる施策（小学校）［学校（校長、特別支援教育コーディネーター、学級担任）、保護者回答］
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■今後の教育行政に求められる施策（中学校）［学校（校長、特別支援教育コーディネーター、学級担任）、保護者回答］
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■今後の教育行政に求められる施策（高校）［学校（校長、特別支援教育コーディネーター、学級担任）、保護者回答］
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資料４　東京都発達障害教育推進会議

「東京都発達障害教育推進会議」設置要綱

（目的）
第１	　都内の公立小・中学校及び高等学校に在籍する自閉症、アスペルガー症候群等の広

汎性発達障害、学習障害及び注意欠陥多動性障害等（以下「発達障害等」という。）
のある児童･生徒に必要な教育基盤を明らかにするため、「東京都発達障害教育推進会
議」（以下「推進会議」という。）を設置する。

（所掌事項）
第２　推進会議は、次の各号に掲げる事項について検討する。
（1）	都内の公立小・中学校及び高等学校に在籍する発達障害等のある児童･生徒の教育

に関すること。
（2）前号による検討結果に基づく、都教育委員会への「提言」に関すること。
（3）その他検討を要すること。

（構成）
第３　推進会議は、別紙に掲げる外部有識者及び学校関係者をもって構成する。

（座長等）
第４　推進会議には、座長及び副座長を置く。
２　座長は、委員の互選により専任する。
３　座長は、推進会議を主宰し、会務を統括する。
４　推進会議には副座長を置き、座長は、委員のうちから副座長を指名する。
５　副座長は、座長を補佐し、座長が不在のときには、その職務を代理する。

（設置期間）
第５　推進会議の設置期間は、推進会議が設置された日から平成２６年３月３１日までとする。

（幹事会の設置）
第６　推進会議に、検討事項を調整するための幹事会を置くことができる。

（専門部会の設置）
第７　推進会議に、専門的事項を調査検討するための専門部会を置くことができる。

（事務局）
第８　推進会議の事務局は、教育庁都立学校教育部特別支援教育課に置く。

（会議及び会議記録）
第９　推進会議は、原則、非公開とする。
２　推進会議の会議要旨については、会議開催の都度取りまとめ、公開するものとする。

（その他）
第１０　この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関する事項は、座長が定める。

附則
この要綱は、平成２５年７月３１日から施行する。
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「東京都発達障害教育推進会議」委員名簿

　　東　　敦子		 (社福)のゆり会　のぞみ発達クリニック　所長
　　市川　宏伸		 都立小児総合医療センター　顧問
　　梅田　真理		 国立特別支援教育総合研究所　
	 	 	 	 発達障害教育情報センター　総括研究員
　　加藤　星花		 首都大学東京　健康福祉学部　准教授
○　加藤　正仁		 (社福)からしだね　うめだ・あけぼの学園　園長
　　小林　洋司		 都立桜修館中等教育学校　校長
　　佐々木正美		 川崎医療福祉大学　医療福祉学部　特任教授
　　品川　裕香		 教育ジャーナリスト
　　杉山登志郎		 浜松医科大学　児童青年期精神医学講座　特任教授
　　樋口　郁代		 渋谷区立渋谷本町学園　校長
◎　宮崎　英憲		 東洋大学　参与
　　森下由規子		 明星大学　教育学部　准教授
　　山岡　　修		 全国LD親の会　顧問

　	 （敬称略　五十音順、◎：座長、○：副座長）　

「東京都発達障害教育推進会議」協議経過

開催日 議　　　題

第１回 平成25年７月31日 学校教育における発達障害のある児童・生徒に必要な
教育基盤として重要と考えることは何か

第２回 ９月４日 教育行政のこれまでの取組に対する意見及び改善･充
実について

第３回 10月16日
発達障害教育の基盤整備に際しての『児童・生徒の成
長段階に対する配慮』、『障害特性や不適応状況の程度
の対する配慮』

第４回 12月17日
都内公立学校（就学準備段階、小学校段階）における
発達障害のある児童・生徒に必要な教育基盤の整備に
向けた施策検討の方向性について

第５回 平成26年１月15日
都内公立学校（中学校段階、高等学校段階）における
発達障害のある児童・生徒に必要な教育基盤の整備に
向けた施策検討の方向性について

第６回 ２月17日
・いじめ･不登校問題と発達障害教育について
・	小・中学校及び高等学校における継続性のある教育
について

第７回 ３月27日 発達障害教育に係る提言について
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≪　提　言　≫

特別支援教室の設置

　全ての公立小・中学校への特別支援教室設置を実現し、特別な支援が必要な児
童・生徒の指導体制を早期に確立することが重要である。

自閉症・情緒障害特別支援学級の設置

　特別支援教室での指導時間を超えた指導を必要とする発達障害の児童・生徒もい
るため、一定数固定の自閉症・情緒障害特別支援学級を設置する必要がある。

アセスメントの実施

　学習障害は気付きにくいため、小学校１年生の読み書きにおいて課題を把握し、
早期から特別な支援を行う必要がある。

　将来を見据えてどれだけの基礎学力を身に付けられるかについても把握し、指導
をする必要がある。

学級経営の工夫

　発達障害の児童・生徒に対する教育は、通常の学級において個々のニーズに応じ
た、適切な配慮や指導が受けられることが重要である。発達障害の児童・生徒への
指導においては、通常の学級における学級活動を工夫する必要がある。

学校全体での取組の強化

　保護者等への対応など、教員が個人で対応するのではなく、発達障害の児童・生
徒を担任する教員への支援を含め、学校全体で情報を共有し組織で対応する体制を
整備することが重要である。

　中学校では教科担任制になるが、思春期段階で噴出する様々な課題に対して、こ
れまでの教科教員による中等教育の意識では対応ができなくなる。	
　全ての教科の担当教員が発達障害の児童・生徒に対する情報を共有し、共通理解
をもって、適切な指導・支援を行っていく必要がある。

　学校の組織的対応を進めるため、校長は、発達障害教育の取組を学校経営計画に
位置付け、校務分掌やコーディネーターの役割と活動目標、個別の教育支援計画・
個別指導計画の達成目標、専門家チームの活動目標等について、各学校の学校経営
計画において指標を定め、学校経営評価シートにおいて達成状況を評価させる必要
がある。
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個に応じた指導の充実

　一人一人の障害の特性や困っている状況に応じた指導が展開できるよう、学習環
境や指導体制の整備・充実を進め、個に応じた指導の充実を図る必要がある。

　体の使い方の訓練やコミュニケーションの指導を十分行い学習に向かう態度や意
識を育てることで教育効果の向上を目指すことが重要である。

社会性の習得に向けた指導

　発達障害の児童・生徒が、社会に適応していくためには、義務教育段階のうちに
しっかりとルールや社会性を身に付けるとともに、「自分は他の生徒と考え方や気持
ちに違いがある」など自分自身を理解し、自らをコントロールするためのスキルを
身に付けさせる指導が必要である。

障害のない児童・生徒への理解啓発

　周りの児童・生徒から見ると「ルールを守れない」「話が分からない」などから、
変わった子供としてからかいやいじめの対象となりやすい。教員は、周りの児童・
生徒に対して理解啓発を行う必要がある。

長所や得意分野を伸ばす指導

　発達障害の児童・生徒は、短所や苦手なことを直す指導は苦痛となることがある
ことから、長所や得意分野を伸ばし、学習意欲や自己肯定感を低下させない教育が
重要である。特に思春期以降は、できることを増やす視点での支援を行うなど、劣
等感を抱かせず自尊感情を醸成するための配慮が必要である。

苦手なことの克服

　教員や保護者は、発達障害の児童・生徒にとって、苦手な部分が将来、社会不適
応に結びつかないよう支援を行うとともに、上手くいかないことが長期間続くなど、
社会に対してネガティブな感情を抱くことのないように適切な指導・支援を行う必
要がある。

不適応行動への対応

　通常の学級において、発達障害の児童・生徒を支援するためには、パニックなど
の不適応行動が生じた際に、学級を離れて落ち着ける場所を用意するなどの対応の
工夫が必要である。
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不登校の予防やいじめを受けないための対策

　発達障害の児童・生徒は、二次障害として不登校に陥りやすかったり、いじめの
対象となってしまったりすることがあるので、発達障害の児童・生徒が自尊感情を
失わないように周囲の児童・生徒の理解を推進するとともに、保護者の理解を促進
し、児童・生徒の日頃の生活状況等の変化など、不登校やいじめの兆候を敏感に把
握できる体制を整備する必要がある。

　発達障害の児童・生徒の不登校等の問題への対応は、小学校段階では教員集団で
対応できたものが、中学校段階以降は困難になってくる場合がある。	
　問題を抱える児童・生徒への対応は、学校だけでなく、医療・福祉・心理等の専
門家とともに地域で一緒に解決していけるような支援体制を構築する必要がある。

外部専門家の活用

　発達障害の児童・生徒は、集団の中で社会への適応力を育成することが重要であ
るが、こうしたことを通常の学級の担任が適切に指導するためには、専門家や特別
支援学校・学級の教員からの指導方法等についての助言等を受けられる体制を構築
することが必要である。

高等学校における社会性の習得に向けた指導

　発達障害の生徒の進学や就労を実現するために、キャリア教育の実施や大人と関
わるという体験を通した、社会適応に必要な状況に応じたコミュニケーションスキ
ルの習得などの指導を実施することが必要である。また、高等学校の学習指導要領
に「自立活動」を位置付けることを国に働きかけることも必要である。

　都立高等学校においても、義務教育に準じた形での支援体制が必要であり、特別
支援教室や通級による指導などの具体的な方策を実施する必要がある。

高等学校卒業後の支援

　都立高等学校において、就労後も継続的・計画的に支援を行うことが必要である。

高等学校の入学者選抜における対応

　中学校段階で特別な支援を受けてきた生徒に、高等学校での学習の機会と場を提
供するために、入学者選抜における支援内容等を具体的に検討し、実施する必要が
ある。
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教員の専門性の向上

　発達障害教育の推進には、管理職の理解と強力なリーダーシップが不可欠であり、
専門家等からの支援を学校が効果的に活用するためには、特別支援教育コーディ
ネーターを中心に、様々な人的・物的資源を一人一人の発達障害の児童・生徒へ適
切に提供する体制が必須であることを、全ての学校の管理職に理解させる必要があ
る。

　全ての教員に発達障害の理解啓発を求める保護者は多い。	
　教員が児童・生徒の発達障害の状況を十分に把握し、必要とする特別な支援を見
極められる力を研修の充実により実現する必要がある。

発達障害の理解がある教員の確保と養成

　「生徒に特別な支援が必要なことは理解しているが、具体的な支援の方法が分から
ない」と答える教員が多い。	
　教員養成課程のカリキュラム見直しなどを行い、教員養成段階から発達障害教育
の専門性を高めていく必要がある。

継続した指導・支援

　小・中学校及び高等学校間の連携や情報共有には個別の教育支援計画の活用が重
要だが、現在は十分には機能していない。そのため、発達障害の児童・生徒の特性
に応じた教育内容や方法について、個別の教育支援計画の策定をスタートとするＰ
ＤＣＡサイクルを確立し、保護者に一貫した指導・支援のプロセスを明示して、個
別の教育支援計画等の情報を引き継ぐことの重要性を理解してもらう必要がある。

早期支援・連携

　発達障害を早期に発見し、支援につなげることで、社会適応力を向上させること
ができる。そのため、保護者が受け入れやすい早期発見、早期療育につながるシス
テムの確立が必要である。

　小学校への円滑な就学のためには、幼稚園、保育所に対しての支援が必須である。
教育委員会等が、子供の情報の引き継ぎやケース会議の開催など円滑な就学に向け
た支援体制を確立するとともに、就学前から発達障害について相談ができる体制を
整える必要がある。
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他機関との連携

　発達障害が重い場合は、医療や心理の専門家との関係が非常に重要になる。また、
家庭環境に課題がある場合は、福祉の専門家との連携が必須である。発達障害の児
童・生徒への対応に悩む教員への支援を考えるには、学校教育という限られた領域
内だけで対応するという前提を取り去る必要がある。

一元化した情報提供

　教育管理職や教員の育成、専門性を高める研修、教員の指導上の相談、保護者の
就学上の相談、教員へのオンラインによる指導技術情報の提供・研修（ｅラーニン
グ）、図書資料の保存・閲覧、専門家による学校巡回など、学校の発達障害教育を支
援する様々な取組を効果的に行う発達障害教育センターを設置し、医療・福祉と連
携した包括的な支援システムを確立し実践する必要がある。

都民への理解啓発

　保護者が子供の発達障害を認め受け入れないと支援は始まらず、個別指導計画を
作成することもできない。これは、ニーズに応じた適切な教育を徹底すれば子供の
状態が変わるということを保護者が十分理解していない場合もあるためである。保
護者と緊密な相談を行い、理解の隔たりを埋める努力や、周りの保護者、地域住民
への理解啓発を徹底する必要がある。

　厚生労働省、文部科学省といった行政の垣根を越えて、放課後の居場所づくりを
促進する。その上で、発達障害の児童・生徒の個別対応等にも配慮した放課後の居
場所づくりを具体化する必要がある。

　発達障害の児童・生徒本人を指導・支援すると同時に、地域社会が発達障害の児
童・生徒を受け入れ易い社会に変わっていかないと、本質的な対応は困難である。	
　社会全体の発達障害に対する理解啓発を、教育委員会や学校から積極的に発信し
なければならない。
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